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滋賀県商工観光労働部労働雇用政策課



■社会人としての一歩を踏み出すために

■社会人としての基本的なルールを知ろう

■仕事の基本ルールを身につけよう

■社会人に必要な基礎知識Q＆A

■困った時の相談窓口

■参考資料



入社する前にしっかり前準備を忘れずに

事前準備 当日の注意事項



人と気持ちよく社会生活を送るために

社内でのあいさつ

お客様へのあいさつ

●出社時

●来社時

●退出時

●その他

●退社時

●入室

●外出

●帰社

心をこめて、明るい笑顔で！

はっきりとした声で！

思い切って自分から！

すれ違うときでも軽く会釈を！
えしゃく



会社で使う丁寧な言い回し

敬語の種類

敬語の基本的な使い分け方

丁寧語 尊敬語
●丁寧な言葉で相手を敬う言い方
・語尾に「です」「ます」
　「ございます」などをつける

・頭に「お」「ご」をつける

●相手の動作や状態を敬う言い方

●社内での言い方 ●社外での言い方

丁 寧 語 尊 敬 語 謙 譲 語

謙譲語
●自分の動作や状態をへりくだって
　相手を敬う言い方

～

・丁寧に言い換える 人の呼び方の注意点



常に余裕をもった早めの行動を心がけましょう 公私のけじめをつけ規則を守りましょう

出社は、勤務時間の
10分前を心がけよう

約束時間は厳守

一日の計画を立てよう

●始業時間は勤務開始時間であり、
　出社時間ではありません。

●相手との約束時間は必ず守り
　ましょう。

●出社したら、まず今日一日の計
　画を立て、能率的に仕事をする
　習慣を身につけましょう。

就業規則を確認しよう

会社の物を私物化しない

●会社には就業規則があります。

物を大切にしよう
●ゴミ箱に捨てずに再利用を考える。

●ボールペン 1 本でも犯罪に！

●会社の機密事項や人事、内情を
　人に話さない！

勤務中は常に所在を
明らかにしておきましょう
●勝手に職場を離れない。

ピンチ！  遅刻してしまう！
そんなときこそ、対処の
しかたに社会性を問われます

勤務中は電源を切るか
マナーモードに

連絡が最優先

「申し訳ありません」



電話をかけるときの基本

実際の流れ（例）

実際の流れ（例）
要点をメモ
社名と名前

相手が出たらもう一度
用件を簡潔に

重要な部分を確認

相手が切ってから
受話器を置く

メモを用意
内容を正確に

記録
３回以内

「お待たせ
しました」と一言



会社のもつ役割 会社の構成

指示を受ける 報告・連絡・相談をする



ひとりの

文書作成のポイント 重要書類の取扱い

職場の良い人間関係を築く

電子文書の取扱い



労働

　もし、明示された条件と実際の労働条件が異なる場合は、労働者はただ

ちに労働契約を解除することができます。（労働基準法第１５条第２項）

　募集広告などに書かれていた条件と異なる条件が採用の際に提示される

場合があります。上記の書面等を十分確認して、納得のうえ労働契約を結

ぶことが大切です。

働く

　労働契約を結ぶにあたり、使用者は次の労働条件を記載した書面を労

働者に渡して明示しなければなりません。（労働基準法第１５条第１項）

例外として

の１週の労働時間

は４４時間までです。

　労働時間は原則として、休憩時間を除いて１週40時間、１
日８時間までと定められています。（労働基準法第32条）

　また、常時１０人以上の労働者（パートタイム労働者を含む）がいる事

業場では、就業規則を必ず作成し、労働基準監督署に届け出るとともに、

事業場に掲示する等の方法により労働者に周知しなければなりません。

（労働基準法第８９条、第１０６条）就業規則には次の事項等を記載すること

になっています。

　就業規則は労働者の労働条件や職場で守るべき規律などを
定めているもので、労働者と使用者の双方で守らなければな
りません。



　平成22年4月1日からは、労使協定を締結すれば、年に5日分を限度と
して、時間単位で年次有給休暇を取得できるようになりました。

大企業で１か月６０時間を超える法定時間外労働には50％以上の割増賃金

となります。

午後１０時から午前５時までの間の労働



（引き去り）されます。

時間額746

※地域別最低賃金とは別に特定（産業別）最低賃金

が定められています。

※最低賃金の対象となる賃金には、精皆勤手当、通

勤手当、家族手当、時間外・休日・深夜手当、賞与、

臨時に支払われる賃金は含まれません。



　失業給付を受けるには、再就職の意思と能力があることが前提条件です。その意思と能力があ
る人は、公共職業安定所(ハローワーク)で求職の申し込みをして、離職後に前の職場から渡され
た離職票を提出する必要があります。
■失業給付のうち基本手当の受給資格
　離職の日以前2年間に被保険者期間が12か月以上（離職理由により1年間に6か月以上）あるこ
と（この場合の1か月とは、離職日の翌日からさかのぼって1か月を区切った期間をいい、その1
か月間に働いた日が11日以上ある月をいいます）。
■失業給付の受給期間
　失業給付を受給できる期間は、仕事を辞めた日の翌日から原則として1年以内の問で、勤務年
数や年齢、退職理由をもとに算定された所定の日数分の給付を受けることができます。
そのため、公共職業安定所での手続が遅＜なると給付日数が少なくなる場合がありますので注意
してください。

失業給付を受けるための手続き

10

は

日本年金機構

　仕事または通勤が原因で負傷したり病気になった場合、労災
保険による給付を受けられます。

　医療機関で健康保険証を提出し、診察を受け、その後会計で医療
費を精算します。（小学校入学以後70歳未満の方の医療費は３割
の負担額を支払います。）



　加入対象となる事業所は健康保険の場合と同じです。また、保険料の

負担についても健康保険の場合と同じで、労働者と事業主とでそれぞれ

半額ずつ負担します。

　厚生年金に加入している人は、同時に国民年金（基礎年金）にも加入

していることになります。

お近くの



①業務上のケガや業務上の病気で休んでいる期間、およびその後30日

②産前産後休業中の期間、およびその後30日

③労働者の国籍、信条、社会的身分を理由とする解雇

④労働者が、使用者の法令違反の事実を労働基準監督署などの監督機関に申告したことを
理由とする解雇

⑤労働組合員であることを理由とする等不当労働行為となる解雇

⑥育児休業・介護休業・子の看護休暇・介護休暇、育児・介護のための短時間勤務等の措
置・時間外労働の制限・深夜業の制限、育児のための所定外労働の免除の申出や取得を
理由とする解雇

⑦性別を理由とすること、女性労働者が婚姻・妊娠・出産し、または産前産後休業を取得
したこと等を理由とする解雇

（労働契約法第16条）

※ただし、１年を超える雇用期間の定めのある労働契約の場合、その労働契約の初日から１年

　を経過した日以後においては、使用者に申し出ることにより、いつでも退職できます。

意加入の手続きをしたり、国民健康保険や国民年金に加入するなどの手続きが必要です。



　育児・介護休業法では、１歳に満たない子を養育する労働者（日々雇い入れ
られる者等を除く）は、事業主に申し出ることによって育児休業を取ること
が認められています。
　また、子が1歳を超えても休業が必要と認められる一定の場合には、子が1
歳6か月に達するまで育児休業を取ることができます。

お父さんも育児休業
１母親が専業主婦や育児休業中である場合でも、
父親は育児休業を取ることができます。

２両親ともに育児休業をする場合（パパ・ママ育休プ
ラス）、一定の要件を満たせば１歳２か月まで取る
ことができます。（１人あたりの取得上限は１年間）

３子の出生後８週間以内に育児休業を取った場合
は、いったん復職した後にもう一度育児休業を取
ることができます。

自分を見つめ直すことが大切です



所定労働時間の短縮措置等
（短時間勤務制度・所定外労働の免除）

育児休業（パパ・ママ育休プラスは１歳２か月まで、
保育所に入所できない場合等は１歳６か月まで）

所定労働時間の短縮措置等
（短時間勤務制度・所定外労働の免除）

育休に関する制度・所定外労働免除・
所定労働時間短縮措置・始業時刻変更の措置

※制度の適用にあたっては、請求が必要なものや、対象外となる場合があります。

　事業者は、労働者に対して、1年以内に1回、定期健康診断を
実施しなければなりません。また、労働者を有害な業務に就かせ
る場合には、6月以内に1回特殊健康診断を実施しなければなり
ません。（労働安全衛生法第66条）

の5

　「滋賀県労働委員会」では、公正な運営のもとに労使関係のトラブルについ

て、委員による相談や円満な解決（個別あっせん）にあたっています。

　また、不当労働行為の審査や労働争議の調整も行っています。

　（→困った時の相談窓口 p37参照）

　「滋賀県労働相談所」または、滋賀労働局や労働基準監督署内の「総合労働

相談コーナー」で解雇・配置転換・雇止めなどの労働条件に関する相談やい

じめ・嫌がらせなどの職場環境に関する相談など、労働問題に関するあらゆ

る分野についての相談を受けています。

　（→困った時の相談窓口 p37参照）

（作業の制限・勤務時間の短縮等）



ヌードカレンダー、水着ポスターの掲示や、性的な冗談、容姿、
身体についての会話などにより、労働者が苦痛に感じて業務を
行えない程度に就業環境が害されるもの。

職務上の地位を利用した食事の誘いや、性的な関係の強要など
を労働者が拒否した場合に減給、降格や配置転換など不利益な
取扱いをするもの。

〔 職場のパワーハラスメントとは？〕〔 職場でセクシャルハラスメントの被害にあったときは？〕

〔 パワハラで困ったときは？〕
職場における「セクシャルハラスメント」とは？



－ －

〔 フリーターと正社員の生涯賃金格差〕

〔 学歴と賃金上昇〕
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■ワンクリック請求 ■ネットオークションのトラブル

■ネットショッピングのトラブル ■サクラサイト商法

■クレジットカード ■名義貸し

〔 デート商法 〕

〔 マルチ商法 〕

〔 キャッチセールス 〕

〔 訪問販売 〕

■悪質業者から身を守るためのポイント



●滋賀県立高等技術専門校
　米原校舎（テクノカレッジ米原）

　草津校舎（テクノカレッジ草津）

労働問題全般についての相談は

男女の雇用機会均等、育児・介護休業等の相談は

技能を身につけるには

国民年金、厚生年金、健康保険の相談は

労働条件、安全衛生、労災補償に関しては

労使関係のトラブルの相談、労使紛争の調整は

（ポリテクセンター滋賀）

（ポリテクカレッジ滋賀）

077-511-1402大津市打出浜2-1（コラボしが21　6階）

●（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構滋賀職業訓練支援センター

●大津年金事務所
　大津市打出浜13-5………………………………………… 国　民　年　金 077-521-1789
 厚生年金・健康保険 077-521-1126
●草津年金事務所
　草津市西渋川1-16-35…………………………………… 国　民　年　金 077-567-2220
 厚生年金・健康保険 077-567-2259
●彦根年金事務所
　彦根市外町169-6………………………………………… 国　民　年　金 0749-23-1114
 厚生年金・健康保険 0749-23-1112
●全国健康保険協会　滋賀支部
　大津市梅林1-3-10（滋賀ビル4階）……………………………………………… 077-522-1104

固定電話から

行



　　　　　　　　　　　　　　彦根相談コーナー

おうみ若者未来サポートセンター（　　　　　　　　　　　）

彦根市元町4-1（滋賀県湖東合同庁舎１階）

草津市西渋川1-1-14　行岡第一ビル４階

0749-24-1304

077-563-0301

消費生活についての相談は

若年者の就職相談は

就職についての相談は 交通事故で困ったときは

●大津市勤労青少年ホーム
大津市打出浜1-6　勤労福祉センター内 077-522-7474

●長浜市勤労青少年ホーム
長浜市八幡中山町1316-3 0749-64-1444

●甲賀市勤労青少年ホーム
甲賀市水口町北内貴1-1 0748-63-2952

●湖南市勤労青少年ホーム
湖南市吉永302 0748-72-4199

働く青少年のための施設は

ハローワーク（公共職業安定所）では、職業相談や職業紹介などを行っていま

す。雇用保険の失業給付、各種助成金給付に関しても扱っています。

大学、短期大学などの卒業予定者等若年者に対して、職業紹介や職業相談、そ

の他就職に関する個別相談やセミナー開催、就職情報提供などの就職活動の総

合的な支援を行っています。

●滋賀県県民活動生活課消費生活相談窓口

●消費者ホットライン 0570-064-370　
滋賀県消費生活センターや最寄りの市町の消費生活相談窓口につながります。

大津市松本1丁目2-1（滋賀県大津合同庁舎3階）

彦根市元町4-1（滋賀県湖東合同庁舎2階）

ヤングジョブセンター滋賀、滋賀新卒応援
ハローワーク、滋賀わかもの支援コーナー

●滋賀県地域若者サポートステーション
　【草津相談所】
　　草津市西渋川1-1-14
　　（行岡第一ビル４階おうみ若者未来サポートセンター内）　　　　　　 077-563-0366

　【彦根サテライト】
彦根市元町4-1

　　（湖東合同庁舎１階ヤングジョブセンター滋賀・彦根相談コーナー）　　 　　 0749-24-1304

………

…



　労働基準法は、労働者の労働条件の最低基準を定めた法律で、 労

働者（パートタイム労働者等を含む）を使用するすべての事業場に適

用される最も基本的な法律です。

厚生労働省のホームページからも詳しい内容をみることができます



（1年以内に1回）

（6か月以内に1回）

　雇用の分野において、男女ともに均等な機会を与え、待遇の確保を図るこ
とを目的とする法律です。
　働く人が性別により差別されることなく、また女性にあっては、母性を尊重され
つつ、その能力を十分に発揮できる雇用環境を整備することを規定しています。
　また、平成26年７月１日から改正「男女雇用機会均等法施行規則」等が施行
され、間接差別の対象範囲の拡大や性別を理由とする差別事例などが追加
されました。

　男女労働者を対象とする事業主の雇用管理上の措置義務（P31を参照）

事業主の措置義務（妊娠中及び出産後の女性労働者が保健指導又は健康診査を受けるための必要な時

間の確保、当該指導又は診査に基づく指導事項を守ることができるようにするための措置の実施）

●間接差別の禁止
　合理的な理由なく、以下の措置を講じてはならない。

①労働者の募集又は採用にあたって、労働者の身長、体重又は体力を要件とすること

②労働者の募集若しくは採用、昇進又は職種の変更に当たって、転居を伴う転勤に応じることができる

ことを要件とすること

③労働者の昇進に当たり、転勤の経験があることを要件とすること



　国は下記を行う事業主に対する相談、その他の援助を行う。

①労働者の配置等の状況の分析

②分析に基づく計画の作成

③計画で定める措置の実施

④実施体制の整備

⑤取組状況の外部への開示

労働者と事業主との間に男女雇用機会均等法上の紛争が生じた場合は、都道府県労働局長の助言、

指導、勧告および機会均等調停会議による調停を利用することができます。

※育児休業制度とは男女労働者（日々雇用される者を除く）がその1歳に満たない子を養育するために雇用関係
を継続したまま、一定期間（原則子が1歳になるまで、法に定める一定の場合には1歳6か月まで等）休業すること
ができる制度です。男女労働者は、その事業主に申し出ることにより、育児休業をすることができます（第5条）。

原則、子が満１歳に達するまでの連続した期間
・保育所に入所できない等の事情がある場合
には子が１歳６ヶ月まで
・子の出生後８週間までの間に取得した場合
は、再度の取得可
・両親ともに取得する場合は、一定の要件
を満たせば子が1歳2か月まで（但し１人
１年を限度）

●子 ●配偶者（事実婚を含む）
●父母及び子
●同居し、かつ、扶養している祖父母、
　兄弟姉妹、孫
●配偶者の父母

対象家族1人につき、要介護状態に至るごと
に1回、通算93日まで

事業主は、３歳から小学校就学の始期に達
するまでの子を養育する労働者に関して、
育児休業に関する制度、所定外労働制限制
度、所定労働時間短縮措置、始業時刻変更
等の措置等、必要な措置を講ずる努力義務
があります。

事業主は、家族を介護する労働者に関し
て、介護休業制度又は勤務時間短縮等の措
置に準じて、その介護を必要とする期間、
回数等に配慮した必要な措置を講ずる努力
義務があります。

小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者は、申し出ることにより、子が１人
の場合は年５日まで、２人以上の場合は年10日まで、病気・怪我をした子の看護または
子に予防接種・健康診断を受けさせるために休暇を取得できます。

要介護状態にある対象家族の介護その他の世話を行う労働者は、申し出ることにより、対
象家族が１人の場合は年５日、２人以上の場合は年10日まで、介護その他身の回りの世
話を行うための休暇を取得できます。

事業主は、労働者が育児・介護休業、子の看護休暇、介護休暇、所定外労働の制限、時間
外労働の制限、深夜業の制限及び所定労働時間の短縮措置等について、申出をし、又は取
得したことを理由とする解雇、その他不利益な取扱いをすることはできません。

３歳に満たない子を養育する労働者が請求した場合においては、事業主は所定労働時間を
超えて労働させることはできません。

小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者がその子を養育するため、または要
介護状態にある対象家族を介護する労働者がその対象家族を介護するために請求した場合
においては、事業主は制限時間（1か月24時間、一年150時間）を超えて労働させること
はできません。

小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者がその子を養育するため、または要
介護状態にある対象家族を介護する労働者がその対象家族を介護するために請求した場合
においては、事業主は午後10時～午前５時（「深夜」）において労働させることはでき
ません。

事業主は、就業場所の変更を伴う配置の変更において、就業場所の変更により就業しつつ
子の養育や家族の介護を行うことが困難となる労働者がいるときは、その子の養育や家族
の介護の状況に配慮しなければなりません。

事業主は３歳に満たない子を養育する労働者に関して、所定労働時間の短縮措置（１日６
時間勤務）を講じる義務があります。
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である場合を除く）

　労働基準法、最低賃金法、労働安全衛生法、労働者災害補償保険法、男女雇用機会均等法、育児・介護休業法、雇用

保険法等は原則としてパートタイム労働者にも適応されるので、使用者はこれらの法律を守らなければなりません。

　この法律で短時間労働者とは、「1週間の所定労働時間が、同一の事業所に雇用される通常の労働者の1週間の所定

労働時間に比べて短い労働者」とされています。

　例えば、「パートタイマー」、「アルバイト」、「嘱託」、「契約社員」など呼び方は異なってもこの条件に当て

はまる労働者であれば、パートタイム労働法の対象となります。

①労働条件の文書交付等
　　事業主は、パートタイム労働者を雇い入れたときは、労
働基準法で明示を義務づけられた事項に加え、速やかに、
「昇給の有無」「退職手当の有無」「賞与の有無」を文書
の交付等により明示しなければならない。（違反の場合は
10万円以下の過料）

　　また、事業主は、上記事項以外のものについても、文
書の交付等により明示するように努めるものとする（第
６条）。
②就業規則作成の手続
　事業主は、パートタイム労働者に係る事項について就
業規則を作成し、又は変更しようとするときは、当該事
業所において雇用するパートタイム労働者の過半数を代
表すると認められたものの意見を聴くように努めるもの
とする（第 7 条）。
③待遇決定についての説明
　事業主は、パートタイム労働者から求めがあったと
きは、その待遇を決定するにあたって考慮した事項を
説明しなければならない（第 13 条）。
④均衡のとれた待遇の確保の推進
ア　差別的取扱いの禁止
　　事業主は、職務の内容、退職までの長期的な人材活用
の仕組みや運用などが通常の労働者と同一のパートタイ
ム労働者であって、期間の定めのない労働契約を締結して
いる者については、パートタイム労働者であることを理由
として、その待遇について、差別的取扱いをしてはならな
い（第8条）。

イ　賃金の決定方法
　　事業主は、通常の労働者との均衡を考慮しつつ、その雇
用するパートタイム労働者の職務の内容、成果、意欲、能
力又は経験等を勘案し、その賃金（基本給、賞与、役付手
当等）を決定するように努めるものとする（第10条）。

ウ　教育訓練
　　事業主は、通常の労働者に対して実施する教育訓練で
あって、その通常の労働者が従事する職務の遂行に必要
な能力を付与するためのものについては、職務内容が同じ
パートタイム労働者が既にその職務に必要な能力を有し
ている場合を除き、そのパートタイム労働者に対しても実
施しなければならない（第11条）。

エ　福利厚生
　　事業主は、通常の労働者に対して利用の機会を与える
福利厚生施設（給食施設、休憩室、更衣室）については、
その雇用するパートタイム労働者に対しても、利用の機会
を与えるように配慮しなければならない（第12条）。
⑤通常の労働者への転換の推進
　　事業主は、その雇用するパートタイム労働者について、
通常の労働者への転換を推進するための措置を講じなけ
ればならない（第13条）。

⑥事業主が講ずる措置の内容等の説明
　　事業主は、パートタイム労働者を雇い入れたときは、
速やかに第9条から前条までの規定により措置を講ずべき
こととされている事項（労働基準法第15条第1項に規定
する省令で定める事項及び特定事項を除く）に関し、講
ずることとしている措置の内容について説明しなければ
ならない（第14条）。

⑦紛争解決の援助
　　パートタイム労働法で事業主の義務として課せられる
事項に関する紛争の当事者の双方又は一方からその解決
につき援助を求められた場合には、都道府県労働局長が
助言、指導又は勧告を行うことによって紛争の解決の援
助を受けることができる（第21条）。また、都道府県労
働局長が紛争の解決に調停が必要と認めた場合、学識経
験者などの専門家で構成される「均衡待遇調停会議」に
よる調停を申請することができる（第22条）。

　パートタイム労働法は、パートタイム労働者と通常の労働者との均衡がと
れた待遇の確保等を図ることを通じて、パートタイム労働者がその有する能
力を有効に発揮できる就業環境を実現することを目的とした法律です。
　より一層の均等・均衡待遇の確保を推進し、一人ひとりの納得性の向上を
図るため、改正パートタイム労働法が平成27年４月１日から施行されます。

　労働者派遣法は、職業安定法と相まって労働力の需給の適正な調整を図る
ため労働者派遣業の適正な運営の確保に関する措置を講ずるとともに、派遣
労働者の保護を図り、もって派遣労働者の雇用の安定その他福祉の増進に資
することを目的としています。
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